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研究成果の概要（和文）：本研究において，我々は身体的で精神的な経験を調べるためにSelf-control理論を採
用しました。そして，我々は実験的で実用的な研究方法を用いて臨床動作法の効果を調査しました。臨床動作法
による不安低減効果ならびに気分安定効果は，自己申告のアンケートで測定された自体感（主体的身体感覚），
（身体への）内受容感覚との静止状態EEG（脳波）のプレ・ポスト比較から得られたベータ（主体的身体感
覚），アルファ（リラクセイション），シータ（注意と集中）のよりよい変化から構成されることを明らかにし
ました。
これらの研究成果はSelf-controlを賦活する過程が果たす役割の可能性を示唆しました。

研究成果の概要（英文）：In this study, we adopted self-control theory to examine physical and 
psychological experiences, and we investigated the effectiveness of Dohsa-hou by using experimental 
and practical research methods. The overall results showed that the reduction of anxiety and 
improvements in mood stability from self-control through Dohsa-hou consisted of bodily sense of 
agency, interoceptive awareness as measured by self-reported questionnaires, and pre-post 
comparisons in resting-state power indices from beta (bodily sense of agency), alpha (relaxation), 
and theta (attention and concentration) waves. These studies indicated possible roles for 
self-control activation processes and suggested future research directions in the development of 
assessment tools or applications for self-control and pain management.

研究分野：疼痛マネジメント
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研究成果の学術的意義や社会的意義
臨床動作法のSelf-controlを高める機序は，質問紙や脳波測定において身体感覚の賦活作用と注意集中の高まり
で説明できることを明らかにしました。これまで海外において疼痛マネジメントにはSelf-control理論を用いた
心理学的介入法の有用性が示唆されてきた。本研究によって日本独自の心理療法である臨床動作法の有効性が
Self-control理論を基盤として実証されたことにより，世界中の疼痛患者に新しい支援の選択肢を増やすことが
でき，学術的意義かつ社会的意義が大きいものと考える。また，本成果は，疼痛コントロールを予測する
Self-controlのアセスメント法の構築に寄与できる。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
慢性疼痛を抱える患者は，生活上，さまざまなストレスに直面し，そこに適応しようと日々
努力しながら生活している。そうした疼痛を抱えた患者の生活状況は，認知的，情緒的，身体
的不安を抱えることとなり，思考や情緒や行動の制限を受け，生理的かつ心理的にコントロー
ルが難しい状況である。Shannon, Jessica, & Charlson（2010）は，慢性疼痛のケアに関する認知
行動療法，バイオフィードバック，リラクセーションやこれらを複合した臨床介入研究を概観
し，慢性疼痛における身体的，心理的問題の理解とケアに貢献できる重要なフレームワークと
して Self-control理論（Carver & Sheier, 1998）を提示した。Self-controlは，思考，情緒，欲求や
行動傾向を含むひとの衝動性や反応を修飾する能力とされる（Baumeister, 2005）。また，
Self-controlは，自己活動であり，健康な人間関係の構築やよりよい精神的健康（Galliot, Sheichel, 
& Baumeister, 2006）や対処スキル（Shoda, Mischel, & Peake, 1990）に関連する心理的な影響も
実証されている。さらに，Self-controlは交感神経の調整（Carver & Sheir, 1998）を担い，筋肉
運動の耐性（Muraven, Baumeister, & Tice, 1999）やグルコース代謝（Galliot, Plant, Butz, & 
Baumeister, 2007）に影響するなど生理的影響も明らかにされている。Self-controlの能力は，個々
人の内的活動においてエネルギーを消費し，制限ある資源とされ，Self-controlを消費する内的
活動後にエネルギーが減少し，Self-control fatigueを示すことが明らかにされている（Muraven & 
Baumeister, 2000）。Self-controlの指標としては，握力忍耐（持続）力が Self-control強度を示し
（Muraven & Baumeister，2000），高い心拍数の変化性（Heart Rate Variability）と低い心拍数は
Self-control fatigueを示すことが明らかにされている（Segerstrom & Solberg Nes, 2007）。Muraven, 
Baumeister, & Tice（1999）は，姿勢をモニターする群，運動プログラムを遂行する群と統制群
に分け，2週間のモニター期間後に，握力忍耐課題を用いた Self-control強度を比較検討した結
果，両群は統制群より有意に高く，Self-control fatigueの感受性が意識的なトレーニングにより
弱まり，Self-control強度が高まることを報告した。Wang, Schmid, Rones, Kalish, Yinh, Goldenberg, 
Lee, & McAlindon（2010）は，繊維筋痛症患者 66名を対象に無作為割り付け法により太極拳群，
健康教育群に分け，慢性疼痛軽減効果を比較検討した。その結果，太極拳群のみで，有意な疼
痛軽減や疼痛なしで日課に取り組む能力の増大，気分状態，生活の質（QOL）の全体的改善が
示された。Bronfort, Maiers, Evans, Schulz, Bracha, Svendsen, Grimm, Owens, Garvey, & Transfeldt
（2011）は，慢性腰痛の患者を対象に，指導を受けながらの運動群，カイロプラクティック群，
家庭での運動群に無作為割り付けを行い，疼痛軽減効果，身体障害軽減効果，治療満足度なら
びに胴体筋肉の耐性を比較した。その結果，指導を受けながらの運動群が他の群より有意に疼
痛軽減効果，身体障害軽減効果，全般的改善度，ならびに治療満足度が高く，胴体筋肉の耐性
も増加し，その結果は 52週間後も持続していた。このように患者自身が意図し努力し続ける運
動は，受身的な運動より，Self-controlの強度を高め，慢性疼痛軽減効果を持つことが示唆され
た。また，服巻・西（2011）は，慢性疼痛を抱える維持透析患者 7名に主体的活動を引き出す
心理療法である臨床動作法を 3週間，隔日の透析日にベッドサイドで適用し，回数を重ねるご
とに，疼痛軽減効果ならびに家庭でのセルフケアの取り組みが高まることを明らかにした。以
上の臨床研究は，いずれも疼痛患者が専門家の指導を受けながら，自分をモニターし，自ら主
体的に身体にアプローチしていくことで，疼痛軽減効果ならびにセルフケアの賦活化を示して
いるものと思われる。 
現在，慢性疼痛の心理学的介入の主流である認知行動療法は，「痛み」を「痛み行動」あるい
は「ストレス」として人間の生活体験と捉えなおし，痛みへの認知ならびに対応行動の修正を
通して「痛み」への対応能力を養い，生活の質の維持・向上を目指している。 

Solberg Nes, Roach, & Segerstrom（2009）は，Self-controlと慢性疼痛との密接な関係について
最新知見をレビューした。その結果，慢性疼痛患者へ適用した認知行動療法の介入研究では，
患者の慢性疼痛への知覚を変化させ，痛み関連の信念や対処スキルの変容を目的とし，これら
の変化は，疼痛軽減効果ならびに身体的，心理的な能力低下を改善させることを示した。同時
に，認知行動療法は疼痛マネジメントとして有効である面を持つが，Self-control資源を消費す
る介入方法であり，Self-controlの欠損・低下状態では適応不可能であると結論づけた。このこ
とは，慢性疼痛患者の内的エネルギーとしての Self-control資源・強度の程度が，疼痛治療・介
入の効果に重要な影響をもたらすことを示している。 
岸本（2005）は，心理臨床家としての経験を振り返り，「痛み」を訴えるクライエントとの臨
床を重ねる中で受容的な立場を中心に据える関わりだけでは，事態はこう着したままになりが
ちで，どこかで「痛み」について「対決」なり「直面」する必要があると述べている。また，
筆者は，自己コントロール（Self-control）を賦活する臨床動作法を適用した心理学的介入研究，
事例研究ならびに論究を行い，疼痛患者への自己コントロール力を高めることでセルフケア力
が賦活され，疼痛コントロールが可能となることを報告してきた。 
以上の知見から，慢性疼痛ケアには，患者自身が，主体的に疼痛と「対決」していく姿勢が
求められ，その「対決」に必要な内的エネルギーとして Self-control強度が必要とされているこ
とが理解される。つまり，よりよい疼痛ケアを行うには，患者の Self-control強度の状態を捉え，
その状態に応じた適切な慢性疼痛ケアの実践が，より効果的治療・介入となるものと思われる。
よって本研究では，臨床現場の臨床家の協力を得て，慢性疼痛（がん性疼痛を含む）患者の
Self-control強度と疼痛コントロールの相関を調べ，Self-control強度の指標となる生理・心理的
指標の臨床的基礎資料を収集する。また，大学生を対象とした基礎研究において，先行研究に



基づいて Self-control強度について生理・心理指標を用いてその関連を検討し，臨床的基礎資料
と合わせて臨床的に活用可能な Self-control のアセスメント指標を見出し，簡易スケールと適
用マニュアルを作成する。さらに，基礎研究にて Self-control 資源・強度を高める主体的な身
体へのモニタリングと運動が可能な Self-control 賦活化プログラムを開発する。 
 
２．研究の目的 
本研究においては，慢性疼痛（がん性疼痛を含む）患者の疼痛コントロールの効果予測を評
価するアセスメント法を確立する。アセスメントには，慢性疼痛の理解とケアに貢献できるフ
レームワークである Self-control理論（Carverら）に基づき，疼痛コントロールの成否に関与す
る Self-control 強度という内的エネルギーを指標とする。また，基礎研究により，Self-control
強度を賦活化するプログラムの開発を行う。 
①疼痛コントロールと Self-control強度との関連を検証する 
②Self-control強度を指標としたアセスメント法（簡易スケールと適用マニュアル）を確立す
る 
③慢性疼痛患者の低下した Self-control強度の賦活化プログラムを開発する 

 
３．研究の方法 
慢性疼痛患者の Self-control強度のアセスメント法を確立する。また，Self-control資源・強度
を高める活動を精査し，Self-control賦活化プログラムを開発する。①臨床実態調査：臨床での
疼痛治療による疼痛コントロール評価結果と患者の Self-control様式との関連を実証する，②事
例分析：緩和ケア，透析ケアにおける疼痛を抱える患者との臨床心理事例を対象に疼痛コント
ロール経過と Self-control強度の関係についてプロセス分析を行う，③基礎研究：大学生を対象
に，Self-control指標の測定と Self-control指標を高める賦活化プログラムの開発を行う，④それ
ぞれの研究を統合し，Self-controlをアセスメントする簡易スケール・マニュアルを作成する。 
 
４．研究成果 
本研究においては，1年目，2年目，3年目と継続してきた大学生，地域住民（成人から高齢
者まで），そして看護師，心理職などの対人援助職を対象とした集団実践研究の成果として，臨
床動作法体験後は，体験前より状態不安（STAI-S）の有意な減少が認められ，かつその効果量
が大きいことを明らかにし，POMS，POMS2を用いた気分状態の検討でも同様に，臨床動作法
体験後に有意な気分安定効果を持つことを明らかにした。この結果は，幅広い年齢層において
も，学生，看護師，対人援助職などの多様な職種の人々においても安定的な臨床動作法の効果
であることが明らかになった。 
また，実験パラダイムを用いた効果研究では，臨床動作法は，動作課題体験回数を重ねるご
とに自体感が高まり，脳波として運動と関連する β波，リラックスの指標である α波，注意・
集中の指標である θ 波が高まることが示された。また，3 年目には，臨床動作法体験の身体感
覚ならびに気分状態への影響を同時に測定するため，動作体験尺度，内受容感覚尺度
（Multidimensional Assessment of Interoceptive Awareness: MAIA）ならびに STAI-S：状態不安尺
度（あるいは POMS/POSM2：気分状態尺度）を用いて検討した。その結果，動作体験尺度と
MAIA の有意な正の相関ならびに不安低減効果と身体感覚の賦活化の有意な正の相関が認めら
れた。このことより臨床動作法による Self-control を介した不安低減ならびに気分安定効果は，
自体感，内受容感覚，脳波上での身体感覚（β波），リラックス感（α波）という身体感覚の賦
活効果ならびに脳波での注意集中（θ 波）の高まりにより説明可能であることが明らかになっ
た。慢性疼痛患者への臨床動作法適用事例の臨床的記述の成果とも符合する結果であり，身体
的安定と心理的安定とのつながりが臨床動作法における Self-control を介した心理メカニズム
であることが示唆された。 
本研究では，Self-control強度のアセスメント法を確立することはできなかったが，臨床動作
法の Self-controlの賦活を介した不安低減効果ならびに気分安定効果は，大学生，地域住民，看
護師や対人援助職など多様な年齢層や職種を対象としても安定的な効果であることを明らかに
した。また，臨床動作法の Self-controlの賦活作用は，心理尺度ならびに脳波を指標とした測定
により，身体感覚の賦活作用ならびに身体感覚あるいは課題への注意集中の高まりによって実
証された。このように，臨床動作法の作用メカニズムである Self-controlの賦活作用がMAIAな
らびに脳波によって確認できたことは Self-control強度を低下させない画期的な発見であり，全
く新しい疼痛マネジメント技法としての可能性が示唆された。心理療法における身体感覚の賦
活の重要さは，国内外でも注目されており，これまで概念として慢性疼痛患者の疼痛マネジメ
ントには Self-control (self-regulation)理論が用いられ，多くの臨床研究がなされ，効果的とされ
る疼痛マネジメント効果を持つ介入技法は，患者自身の持つ Self-control の能力を消費するか，
Self-control強度が低い患者には適用できなかった。しかし，今回，MAIAならびに脳波によっ
て臨床動作法の Self-control の賦活作用が測定され，かつ，疼痛によって低下した Self-control
を賦活できる可能性を示した。このことは，臨床動作法が，これまで難治とされてきた日常生
活機能が低下した慢性疼痛患者ならびにがん性疼痛患者の疼痛マネジメント技法としての有効
性を示すものと考えられる。 
本研究において，我々は身体的で精神的な経験を調べるために Self-control理論を採用しまし



た。そして，我々は実験的で実用的な研究方法を用いて臨床動作法の効果を調査した。臨床動
作法による不安低減効果ならびに気分安定効果は，自己申告のアンケートで測定された自体感
（主体的身体感覚），（身体への）内受容感覚との静止状態 EEG（脳波）のプレ・ポスト比較か
ら得られた β 波（主体的身体感覚），α 波（リラクセイション），θ 波（注意と集中）のよりよ
い変化から構成されることを明らかにした。 
これらの研究成果は Self-controlを賦活する過程が果たす役割の可能性を示し，かつ，将来の

Self-controlと Pain Managementのアセスメントツールと適用方法開発の将来の研究方向を示唆
した。 
本研究の課題として，今後は本成果を受け，Self-control，あるいは Self-controlの賦活を測定
する指標を，脳波だけでなく，より簡便な生理指標（eg.,だ液，心拍数，握力など）を用いて身
体感覚と生理指標との関連を明らかにし，患者が本来持っている Self-controlの能力を測定する
指標となることが期待される。 
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Figure 1. 本研究の概念図 
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